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第一部 【企業情報】

 
第１ 【企業の概況】

 
１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第79期

中間会計期間
第80期

中間会計期間
第79期

会計期間
自 2023年10月１日
至 2024年３月31日

自 2024年10月１日
至 2025年３月31日

自 2023年10月１日
至 2024年９月30日

売上高 (千円) 26,604,235 27,971,224 46,778,454

経常利益 (千円) 1,888,351 2,179,798 2,059,269

中間(当期)純利益 (千円) 1,285,647 1,510,964 1,428,182

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ― ―

資本金 (千円) 1,083,500 1,083,500 1,083,500

発行済株式総数 (株) 6,960,980 6,960,980 6,960,980

純資産額 (千円) 12,441,569 13,615,799 12,528,128

総資産額 (千円) 32,665,721 36,135,113 29,674,533

１株当たり中間(当期)純利益金額 (円) 222.63 260.65 247.04

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 10.00 15.00 88.00

自己資本比率 (％) 38.09 37.68 42.22

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 425,099 950,105 1,310,273

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △391,624 △44,444 △839,916

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △301,610 △478,428 △469,428

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 6,043,844 6,740,141 6,312,907
 

 

(注) １　当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、損益等からみて重要性の乏しい関連会社のみであるため記載

しておりません。

４　第79期の１株当たり配当額88円(１株当たり中間配当額10円)には、特別配当68円(期末配当)が含まれており

ます。

 
２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 
１ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断

に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」に

ついての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績の状況

当中間会計期間におけるわが国経済は、企業の堅調な設備投資やインバウンド需要などに伴い、緩やかな回復の

動きが続いていますが、物価動向や米国の関税政策、地政学リスクなどから、依然として注視が必要な状況が続く

と見込まれております。

当社が位置するICT業界においては、業務効率化や生産性向上を目的としたシステム投資、デジタル技術の活用に

よりビジネスモデルを変革するDX関連投資などを中心に堅調な推移が見込まれていますが、米国の関税政策の動向

に伴う設備投資計画の変更や延期などから下振れのリスクも予想されています。

このような環境の中、当社は、2025年９月期より2027年９月期を対象とした第３期中期経営計画「FuSodentsu

Vision 2027～ココロ躍る未来に向かって Challenge DX Movement～」を策定いたしました。事業を成長させる戦略

として業種区分を基軸とした価値提供を推進するとともに、経営基盤の強化により事業・経営基盤の両面から持続

的成長に努めております。

当中間会計期間の受注高につきましては、電力および民需向けパソコン・ソフトウエア販売やヘルスケアビジネ

スなどが好調に推移したことにより、28,362百万円(前年同期比19.8％増)となりました。売上高につきましては、

ヘルスケアビジネスや民需向けパソコン・ソフトウエア販売などが好調に推移したことから27,971百万円(前年同期

比5.1％増)となりました。

 
　部門別の売上高につきましては、

　　　ネットワーク部門　　　 8,814百万円 (前年同期比　  5.4％減)

　　　ソリューション部門　　 8,389百万円 (前年同期比　 14.6％増)

　　　オフィス部門　　 　　　4,967百万円 (前年同期比　  6.3％増)

　　　サービス部門　　　　 　5,799百万円 (前年同期比　  9.6％増)

　となりました。

 
利益につきましては、売上高の増加に加え粗利益率も改善したことから、

　　営業利益　　　　 2,073百万円 (前年同期比　 14.8％増)

　　経常利益　　　　 2,179百万円 (前年同期比　 15.4％増)

　　中間純利益　　　 1,510百万円 (前年同期比　 17.5％増)

となりました。

 
② 財政状態の分析

当中間会計期間末における総資産は、36,135百万円となり、前事業年度末に比べ6,460百万円増加となりました。

主な増加理由といたしましては、受取手形、売掛金及び契約資産が6,119百万円および投資有価証券が386百万円増

加したことによるものです。

負債につきましては、22,519百万円となり、前事業年度末に比べ5,372百万円増加となりました。主な増加理由と

いたしましては、支払手形及び買掛金が4,825百万円および未払法人税等が289百万円増加したことによるもので

す。

純資産につきましては、13,615百万円となり、前事業年度末に比べ1,087百万円増加となりました。主な増加理由

といたしましては、中間純利益の計上によるものです。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物の中間期末残高は、前事業年度末に比べ427百万円増加し、6,740

百万円となりました。

 
当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は、次のとおりであります。

 
〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕

営業活動で得た資金は、950百万円(前年同期は得た資金425百万円)となりました。主な要因は、売上債権及び契約

資産が6,033百万円増加したものの、中間純利益1,510百万円の計上と仕入債務の4,825百万円増加によるものです。

 
〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

投資活動で使用した資金は、44百万円(前年同期は使用した資金391百万円)となりました。主な要因は、有価証券

および投資有価証券の償還により800百万円の収入があったものの、投資有価証券の取得による600百万円、子会社株

式の取得による125百万円および固定資産の取得による103百万円の支出によるものです。

 
〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

財務活動で使用した資金は、478百万円(前年同期は使用した資金301百万円)となりました。主な要因は、配当金の

支払によるものです。

 
(3) 優先的に対処すべき事業上および財務上の課題

当中間会計期間において新たに発生した優先的に対処すべき事業上および財務上の課題はありません。

 
(4) 研究開発活動

当中間会計期間の研究開発費の総額は13,980千円であります。

なお、当中間会計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 
１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000
 

 
② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2025年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(2025年５月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,960,980 6,960,980
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は、100株で
あります。

計 6,960,980 6,960,980 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年10月１日～
2025年３月31日

― 6,960,980 ― 1,083,500 ― 1,076,468
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(5) 【大株主の状況】

2025年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

扶桑電通従業員持株会 東京都中央区築地５丁目４番18号 1,033 17.00

滝　内　裕　子 東京都港区 320 5.27

太　田　雅　子 東京都港区 316 5.20

株式会社みずほ銀行
(常任代理人株式会社日本カスト
ディ銀行)

東京都千代田区大手町１丁目５－５
(東京都中央区晴海１丁目８－12)

279 4.59

株式会社日本カストディ銀行(信託E
口)

東京都中央区晴海１丁目８－12 268 4.42

吉　田　　　稔 香川県丸亀市 210 3.46

ＨＴホールディングス株式会社 石川県金沢市小橋町３－47 124 2.04

加　藤　盛　三 神奈川県伊勢原市 60 0.98

大　平　昭　夫 東京都練馬区 60 0.98

山　崎　栄　子 宮城県仙台市宮城野区 60 0.98

計 － 2,731 44.96
 

 

(注) 上記のほか、当社所有の自己株式885千株があります。

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2025年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 885,900
 

―
権利内容に何ら限定のない、当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

60,587 同上
6,058,700

単元未満株式
普通株式

― 同上
16,380

発行済株式総数 6,960,980 ― ―

総株主の議決権 ― 60,587 ―
 

 

(注) １　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式41株が含まれております。

２　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、「株式給付信託(J-ESOP)」制度に係る信託財産として、

株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が保有する当社株式268,600株(議決権2,686個)が含まれておりま

す。
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② 【自己株式等】

  2025年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
扶桑電通株式会社

東京都中央区築地
５丁目４番18号

885,900 ― 885,900 12.72

計 ― 885,900 ― 885,900 12.72

 

　
(注) 上記自己株式には、「株式給付信託(J-ESOP)」制度に係る信託財産として、株式会社日本カストディ銀行(信

託E口)が保有する当社株式268,600株は含まれておりません。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 
１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 
２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(2024年10月１日から2025年３月31日ま

で)に係る中間財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。

 
３　中間連結財務諸表について

連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則(昭和51年大蔵省令第28号)第95条第２項により、当社では、

子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の財政状態、

経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、中間連

結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【中間財務諸表】

(1) 【中間貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年９月30日)
当中間会計期間
(2025年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,767,643 6,211,888

  受取手形、売掛金及び契約資産 9,600,864 15,720,389

  有価証券 1,600,000 1,100,000

  商品 4,563 379

  仕掛品 1,749,622 1,604,697

  その他 1,165,217 1,119,597

  貸倒引当金 △19,223 △31,465

  流動資産合計 19,868,688 25,725,486

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 1,202,752 1,209,219

    減価償却累計額 △872,040 △883,931

    建物及び構築物（純額） 330,711 325,288

   土地 188,725 188,725

   その他 1,014,420 1,062,645

    減価償却累計額 △794,571 △838,280

    その他（純額） 219,849 224,365

   有形固定資産合計 739,285 738,379

  無形固定資産   

   ソフトウエア 182,365 200,463

   その他 22,131 22,131

   無形固定資産合計 204,496 222,595

  投資その他の資産   

   投資有価証券 7,217,184 7,603,236

   リース投資資産 754,391 848,415

   差入保証金 358,659 364,149

   繰延税金資産 420,762 368,470

   その他 128,514 281,830

   貸倒引当金 △17,450 △17,450

   投資その他の資産合計 8,862,061 9,448,652

  固定資産合計 9,805,844 10,409,627

 資産合計 29,674,533 36,135,113
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年９月30日)
当中間会計期間
(2025年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 9,035,540 13,860,857

  １年内償還予定の社債 300,000 300,000

  未払法人税等 433,077 722,621

  契約負債 840,916 926,848

  賞与引当金 912,578 889,661

  受注損失引当金 － 221

  その他 1,642,829 1,852,807

  流動負債合計 13,164,942 18,553,017

 固定負債   

  長期未払金 12,940 －

  退職給付引当金 2,927,834 2,821,095

  株式給付引当金 252,083 269,474

  リース債務 787,603 874,728

  その他 1,000 1,000

  固定負債合計 3,981,462 3,966,297

 負債合計 17,146,405 22,519,314

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,083,500 1,083,500

  資本剰余金 1,216,448 1,225,421

  利益剰余金 8,713,647 9,751,339

  自己株式 △634,949 △625,754

  株主資本合計 10,378,646 11,434,506

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 2,149,481 2,181,292

  評価・換算差額等合計 2,149,481 2,181,292

 純資産合計 12,528,128 13,615,799

負債純資産合計 29,674,533 36,135,113
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(2) 【中間損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 2023年10月１日
　至 2024年３月31日)

当中間会計期間
(自 2024年10月１日
　至 2025年３月31日)

売上高 ※１  26,604,235 ※１  27,971,224

売上原価 21,623,748 22,516,843

売上総利益 4,980,486 5,454,381

販売費及び一般管理費 ※２  3,175,139 ※２  3,381,144

営業利益 1,805,347 2,073,236

営業外収益   

 受取利息 4,381 17,500

 受取配当金 66,484 75,101

 仕入割引 1,130 1,414

 貸倒引当金戻入額 121 －

 その他 11,903 13,866

 営業外収益合計 84,022 107,882

営業外費用   

 支払利息 300 645

 その他 718 675

 営業外費用合計 1,018 1,320

経常利益 1,888,351 2,179,798

税引前中間純利益 1,888,351 2,179,798

法人税、住民税及び事業税 592,450 670,336

法人税等調整額 10,253 △1,502

法人税等合計 602,703 668,833

中間純利益 1,285,647 1,510,964
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(3) 【中間キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 2023年10月１日
　至 2024年３月31日)

当中間会計期間
(自 2024年10月１日
　至 2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前中間純利益 1,888,351 2,179,798

 減価償却費 99,743 100,325

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 6,979 12,242

 賞与引当金の増減額（△は減少） △14,961 △22,917

 受注損失引当金の増減額（△は減少） － 221

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △60,368 △106,739

 株式給付引当金の増減額（△は減少） 22,882 23,008

 受取利息及び受取配当金 △70,866 △92,602

 支払利息 300 645

 売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △5,798,622 △6,033,592

 棚卸資産の増減額（△は増加） 437,108 149,109

 仕入債務の増減額（△は減少） 3,983,034 4,825,316

 未払消費税等の増減額（△は減少） 66,336 137,148

 破産更生債権等の増減額（△は増加） 4,119 －

 
確定拠出年金移行に伴う未払金の増減額（△は
減少）

△6,557 －

 その他 138,615 80,305

 小計 696,095 1,252,269

 利息及び配当金の受取額 70,711 90,074

 利息の支払額 △300 △645

 法人税等の支払額 △341,407 △391,593

 営業活動によるキャッシュ・フロー 425,099 950,105

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有価証券の償還による収入 － 500,000

 投資有価証券の取得による支出 △300,536 △600,445

 投資有価証券の償還による収入 － 300,000

 子会社株式の取得による支出 － △125,451

 有形固定資産の取得による支出 △42,510 △29,388

 無形固定資産の取得による支出 △31,490 △73,700

 敷金の差入による支出 △6,541 △8,549

 敷金の回収による収入 573 1,863

 ゴルフ会員権の取得による支出 △4,711 △1,713

 その他 △6,407 △7,059

 投資活動によるキャッシュ・フロー △391,624 △44,444

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 自己株式の取得による支出 △115 △102

 配当金の支払額 △296,973 △471,424

 その他 △4,520 △6,900

 財務活動によるキャッシュ・フロー △301,610 △478,428

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △268,134 427,233

現金及び現金同等物の期首残高 6,311,979 6,312,907

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  6,043,844 ※  6,740,141
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 
(会計方針の変更)

(法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用)

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号　2022年10月28日)等を当中間会計期間

の期首から適用しております。

なお、これによる中間財務諸表への影響はありません。

 
(中間損益計算書関係)

※１　売上高の季節的変動

前中間会計期間(自　2023年10月１日　至　2024年３月31日)および当中間会計期間(自　2024年10月１日　至　

2025年３月31日)

当社の売上高は、お客様の決算期が３月に集中していることに伴い季節的変動があり、第２四半期の売上高が他

の四半期に比べて高くなる傾向があります。

 
※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は、次のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　2023年10月１日
 至　2024年３月31日)

当中間会計期間
(自　2024年10月１日
 至　2025年３月31日)

　従業員給与手当 1,443,904千円 1,521,832千円

　賞与引当金繰入額 495,841千円 519,001千円

　退職給付引当金繰入額 30,374千円 15,800千円

　貸倒引当金繰入額 11,098千円 12,242千円
 

 
(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであり

ます。

 
前中間会計期間

(自　2023年10月１日
 至　2024年３月31日)

当中間会計期間
(自　2024年10月１日
 至　2025年３月31日)

　現金及び預金勘定 5,997,663千円 6,211,888千円

　有価証券勘定 1,600,000千円 1,100,000千円

　預入期間が３カ月を超える定期預金 △500,000千円 ―千円

　信託期間が３カ月を超える合同運用金銭信託 △1,000,000千円 △500,000千円

　J-ESOP信託別段預金 △53,819千円 △71,747千円

　現金及び現金同等物 6,043,844千円 6,740,141千円
 

 
(株主資本等関係)

前中間会計期間(自 2023年10月１日 至 2024年３月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月10日
取締役会

普通株式 296,848 49 2023年９月30日 2023年12月20日 利益剰余金

 

 

(注) １　１株当たり配当額には、特別配当39円が含まれております。

２　配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」制度に係る信託財産として、株式会社日本カストディ銀行

(信託E口)が保有する当社株式に対する配当金14,273千円が含まれております。
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２　基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月10日
取締役会

普通株式 60,677 10 2024年３月31日 2024年６月10日 利益剰余金

 

 

(注)　配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」制度に係る信託財産として、株式会社日本カストディ銀行(信

託E口)が保有する当社株式に対する配当金2,833千円が含まれております。

 
３　株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 
当中間会計期間(自 2024年10月１日 至 2025年３月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月11日
取締役会

普通株式 473,272 78 2024年９月30日 2024年12月23日 利益剰余金

 

 

(注) １　１株当たり配当額には、特別配当68円が含まれております。

２　配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」制度に係る信託財産として、株式会社日本カストディ銀行

(信託E口)が保有する当社株式に対する配当金21,567千円が含まれております。

 
２　基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月９日
取締役会

普通株式 91,125 15 2025年３月31日 2025年６月９日 利益剰余金

 

 

(注)　配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」制度に係る信託財産として、株式会社日本カストディ銀行(信

託E口)が保有する当社株式に対する配当金4,029千円が含まれております。

 
３　株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前中間会計期間(自　2023年10月１日　至　2024年３月31日)

当社は、情報通信機器の施工、オフィス機器の販売、システムソフト開発およびこれらに関連するサポートサー

ビスの単一事業を営んでいるため、記載を省略しております。

 
当中間会計期間(自　2024年10月１日　至　2025年３月31日)

当社は、情報通信機器の施工、オフィス機器の販売、システムソフト開発およびこれらに関連するサポートサー

ビスの単一事業を営んでいるため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社の売上高を部門別および収益の認識時期に分解した情報は、以下のとおりであります。

前中間会計期間(自 2023年10月１日 至 2024年３月31日)

　　　　(単位：千円)

部門
一時点で移転される財
又はサービス

一定の期間にわたり
移転される財又はサービス

合計

ネットワーク 32,955 9,283,912 9,316,868

ソリューション 3,190 7,320,367 7,323,558

オフィス 4,671,769 ― 4,671,769

サービス 78,920 5,213,118 5,292,039

顧客との契約から生じる収益 4,786,836 21,817,398 26,604,235

外部顧客への売上高 4,786,836 21,817,398 26,604,235
 

 
当中間会計期間(自 2024年10月１日 至 2025年３月31日)

　　　　(単位：千円)

部門
一時点で移転される財
又はサービス

一定の期間にわたり
移転される財又はサービス

合計

ネットワーク 8,437 8,806,200 8,814,638

ソリューション 3,817 8,386,006 8,389,824

オフィス 4,967,199 ― 4,967,199

サービス 81,088 5,718,474 5,799,562

顧客との契約から生じる収益 5,060,543 22,910,681 27,971,224

外部顧客への売上高 5,060,543 22,910,681 27,971,224
 

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自 2023年10月１日
至 2024年３月31日)

当中間会計期間
(自 2024年10月１日
至 2025年３月31日)

　　１株当たり中間純利益金額 222円63銭 260円65銭

    (算定上の基礎)   

   中間純利益金額(千円) 1,285,647 1,510,964

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る中間純利益金額(千円) 1,285,647 1,510,964

   普通株式の期中平均株式数(株) 5,774,720 5,796,725
 

 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　「株式給付信託(J-ESOP)」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が保有する当社

株式は、１株当たり中間純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めてお

ります。

１株当たり中間純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前中間会計期間287,543

株、当中間会計期間274,071株であります。
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(重要な後発事象)

 該当事項はありません。

 
２ 【その他】

2024年11月11日開催の取締役会において、2024年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主に対し、

次のとおり期末配当を行うことを決議いたしました。

 
　① 配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　         473,272千円

　② １株当たりの金額　　　　　　　　　　　　     　    78円00銭

　③ 支払請求権の効力発生日および支払開始日　　　 　2024年12月23日
 

(注) １　１株当たりの金額には、特別配当68円が含まれております。

２　配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」制度に係る信託財産として、株式会社日本カストディ銀

行(信託E口)が保有する当社株式に対する配当金21,567千円が含まれております。

 
また、第80期(2024年10月１日から2025年９月30日)中間配当については、2025年５月９日開催の取締役会におい

て、2025年３月31日の最終の株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議い

たしました。

 
　① 配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　          91,125千円

　② １株当たりの金額　　　　　　　　　　　　     　    15円00銭

　③ 支払請求権の効力発生日および支払開始日　　　 　2025年６月９日
 

(注) 配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」制度に係る信託財産として、株式会社日本カストディ銀行

(信託E口)が保有する当社株式に対する配当金4,029千円が含まれております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 
該当事項はありません。
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独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

 

　

2025年５月12日
扶桑電通株式会社
 取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人　トーマツ

東 京 事 務 所
 

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 水   野   博   嗣  
 

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 佐   藤   　   元  
 

　
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている扶桑電通株式会

社の2024年10月１日から2025年９月30日までの第80期事業年度の中間会計期間(2024年10月１日から2025年３月31日ま

で)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記につい

て期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、扶桑電通株式会社の2025年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認

められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人として

のその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務

諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　上

　
 

(注) １　上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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